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1 作物生産の投入 ・ 産出エネルギ ー 比の変化

農業の本質的な1ゴ標は， 太陽 エネルギ ーを効率的に作物に同こさせて， 人閤

の休温を糾打する ための食料や，他の忙業で使用される素材を作る ことにある

しかし， 農啄は高い収益を得ら九る経営形懇を採川した り， 労働を袖完する た

めの工業製品を使！「Jする ため ， 必ずしも エネルギ ー 効ギの高い機業に従1戸する

と は限らない 特 に先進国においては，化学）肥料，農娯，I農業機械， 栽培施設
などの工業製品が大量 に使用される よう になった （伊藤，2003)． このような

工業製品の形態で投入される化石燃料エネルギ ー によって，現代1農業のエ コロ

ジカルな効率性は著しく低
―
卜している （山本，]994).

現在農業のエネルギ ー 効率を具体釣な数値で提示する こと は，持続的な農業

や環境保全型農業の実践に向けた提言をしていくために重要である． さらに，

脱業のエネルギ ー 効率か時間的 ・ 空間的にいかに変化してきた か，その実態と

要因を解明する ことは， 股業」也坦学の璽要な課題てある． このような意義をふ

まえて本研究では，三つの課題を設定した 一つめ は， 農業のエネルギ ー 効率

が変化した度合いを具体的な数値で示すこと，二つめは，J農業の地域差を川］出

した り，農業地域区分を実施するための総合的な指標と して，農業のエネルギ ー

効率を使用すること，三つめは，エネルギ ー 効率から見て砂徴的ないくつかの

作物産地を対象として， エネルギ ー 効率の変化と 産地の維特メカニズムを考察

する ことである．

まず，一つめの課隠に闊して，農業に投入される化石燃料 エネルギ ー は，J農

家か購入する工業製品の金額から算定すること か可能である． 本研究では，作

物生産のエネルギ ー 効率を示す指標として，投入される 化石燃料エネルギ ー と

産出する 食料 エネルギ ー との比率に注目した． 具体的には，産業連閣分析と積

み上げ法を利用した簡便法により， 日本で生産される作物 の投入 ・ 産出エネル
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キ ー J上 を， 1 970什から2000什まで5仔こ とに算itした ， その結果， 投入 ・ 1崖
出エネルキ ー 比が5.8- 9.5 に忍するいも］打を「高位効率作物」， 1 .7 - 3. 9の

と豆い を「＇ド位効辛作物 」，0.3 - I. lの果樹 と森地野菜 を「低伯効哨打『物 」，
0.03 - 0.04 にすぎな い施設作物を［極低 位効本作物」 と区分できた`

仙々の什物の算疋｛直を1'1本仝作のスケ ールに適 用すると， 日本 における作物

！「肖の投人•発出エネルキ ー 比は， 1970釘 には2.0てあったのが， 1 990年に

は12， さら に2000作には0. 9まで減少した ｛I訃々の作物のエネル ギ ー 効率は

鈴定年ことに大きな変 化 はないため ， I―I木 における作物IJ"Jl仁のエネル ギ ー 効平

が低下した娑囚は， 杖培竹物 の変 化にあると考えられる， 代表的な作物の放培

而禎の変化を検吋すると， エネルキ ー 効率が低1、 した髪囚は， 第 一に施設作物
0)l曽）Jll,第こ に水茄の減少にあると推測される．

詞様の分析 を閲東地力のスケ ール に適川した結集，J也域的な 作物生咋の 投入・

靡出エネル ギ ー 比は， 1 970年の1.8から 1990年のI. I に 低1、 した． 股業統

の分析によると ， 閃東地方 における1直の低↑も また， 栽培作物の転換 に依ると
ころが大きい 具体的には， 極め て大量の 化右燃料 エネルキ ー (I Oaあた り12

~ 22GJ)が 投入される施設作物が7千ha土曽加したことと ， 食料エネル ギ ーを

多く産出 (IOaあたり4 - 8GJ)する水栢 と麦類 の栽培面柏が2 7.4万ha減少

したことが主な要因である，

また， 関東地方 の農菓 に投入されると柑定される化石燃月エネルギ ー の投入

量は，1 970年の 2 63TJ(TJ= JOxl0 12 J)から1 990年の3 l 9TJへと増加した ， ーカ，

産出される食料 エネルキ ー は， 1 970年 の47 7TJから 1990年の336TJ に減少し
た. I人 の人間が1 日lOMJ（約2,400kcal)の食料エネルキ ーを消費すると仮
定した場合， 1 970年の関東地方 の作物生産は1,300万人 の食料 を1年間供給で
きたか， 1 990年には， 900)j人 に誡少する� 閲東地方における農業は， 危i：且食
料エネルキ ーの悦点 から見 て大きく衰退したといえる'\

以しのように， I一1本および1月東地方における地域的 な作物生性の投入・産出
エネルキ ー 比は， 1 970年から 1990年 に かけて的 60%誡少しtこ この値か大
きいかど うかを検討する ためには， 効率付を確定する必変かあるほか， 他11'1 の
甫例や 他年 の算定鮎果 との比較が必要である． しかし， 経済 の高度成長期 を含
んfこ この間川 におい て， 米や麦煩などの食且供給型 の作物 か大幅に減少し， 化

投煩

疇
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石燃村エネルギ ー の投入に依存した園芸農業が増加した これらの点を考磁す

る と， 日本における エネルギ ー効率 低下の度合いは大きかったと 考えられる ·

2 エネルギ ー 効率と農業地域区分

作物生仔の投人 ・ jit/]： エネルキ ー 比は， 作物の種加や栽培に使川される

製品の種類によって，II}間的 ・ 空間］的に変化するものである 本研究では， 投

入 ・ 産出エネルギ ー 比のイ直が示す効率性を， 水稲を晶準と した什物の糾み介わ

せの検討から定義した ． その結果， 水凰友類， い も1直の枚J名に符徴づけられ

る 「高位効平地域」， 水柏， 麦類など の中位効率作物の牧J名 に竹徴づけら九る

「I11位効字地域」， 水柏， 露池野菜， 呆樹の政培 に牡徴づけられる 「低位効平地

域」， および， 水椙， 謁地 野菜， また は施設作物 の栽培に柏徴づけられる 「極

低位効半地域」の4煩型がオIり出できた，

この区分をもとに， 日本の都道府県スケ ールで分析した結呆， 餌噌1 17本を中

心にエネルギ ー 効率の 低7ご か認めら九た． また， 1970年 から1990年 にかけて

エネル キ ー 効率か大きく低7ミ
と
したことが分かった． 具体的には， 19 70年 の分

析 では， 北汁恥直と 鹿児島県が高位効率に区分され， 東北， 北陥， 中国地）jを中

心と する 29 の府県が［中位効率に区分された． 一方， 1関東の西部から， 中部の

太平洋岸， 紀伊乎島， 四国」也）］， ）し）9| 9|北部にかけての16都府県が低位効率に

区分されだ 次し、で］990年の分祈では高位効率はなくな り， ：ItげIJ
ー
：道， 東北，

北倖J應方を中心と する 9 県だけが中位効率と なった また ， 1970年に低信・

叫立効率だった地域のう匂， 8府県か極低位効率地域と なった 極低位効率に

変化した地域は， 経済的な農業土地生酋計］か高い都府県と一 政した ，
さらに， 関東地方 の市町村スケ ールを対象とし て， エ ネルキ ー 効率か低下し

た度合いに基づいた農業地域区分を実施しに 1970年から1990年 までのエネ

ルギ ー 効率の低下度は， 次の5段陛に区分できる レヘル ］は， 高位効半か維

持されている か， 他の効率性から査位効率へ 変化 した地域， レベル ］］は， 中

位効率か維持されている か， 他の効率忙I：から中位効率に変化 した地域， レペル

lllは， 中位・高位効率から 低位効率へ 変化した地域， レベルIVは， 低位効率

が絆持さ九ている 地域， レベルVは， 極低 位効率か維特さ九ている か， 他の

J ．業
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効率性から極低位効率に変化 した地域である． この区分に沿った閤東地方の農

業地域構造は，東西収tと同心円構造が明確に見いだされ， 従来の牒業地岬学の

結果を裏付ける結果と なった． したがって作物生産のエネルギ ー 効率は，膜

業地域の時間的 ・ 空間的な変化を把握するための指標と しても十分に使用でき

るものと 考えられる

第51図は，関東地方と同じ方法により，都道府県スケ ー ルのエネルキ ー 効

率変化のパタ ー ンに注目し，その地 域的なまと まりから蔑業地域区分を実施

したものである． その結果，次の10の農業地域が抽出された すなわち，（I )

北湘道，中位効率地域， （2)東北・北陸， 中低位 効率 地域，（3)南東北・東関東，

低位効率地域，（4)東海・西関東，極低 位 効率 地域，（5)中部，低位 効率 地域，（6)

四国・ 近畿，極低 位効率地域，（7)中国， 低位効率 地域，（8)北九J小I, 極低 位

効率地域，（9)南九州，低 位効率 地域，（］0)沖縄，極低位 効率 地域である．
ここで，この農業地域区分の有 効性と 各農業地域の特徴を検討するために，

従来の研究結果と比較する まず，北洵道，中位効率 地域は，田林(2 0 04)2)

による「東北日本，畜産地域」の一 部，および仁平(2006, 2009)3) による「北

海道」 に一 致する． これらの地域は，畜産を首位としながらも多様な作物が広

い面積で栽培されていること，農業就業人口の割合が高いものの後継者が少

ないこと に特徴がある また，尾留川(I950)1) は 北海道の農業地域を「北

海道東部（えん麦，畜産）」と 「北海道西部（大豆，ばれいしょ）」に分類した．
北海道は，日本の食料生産基地としての役目を担ってきたが，その食料•生産の

水準が今後も維持されると は限らない．
東北 ・ 北陸，中低 位効率地域は，尾留）II (1950)による「東北 ・ 北陸（水稲

単作）」，および， 田林(2 0 04)による「東北・ 北陸米地域」 とほぼ 一 致する

この地域には， 仙台平野や越後平野をはじめ，全国 でも 有数の水田地帯がある

この地域の農業は基本的に水稲単作であり，農家の兼業化 も進んでいる（石井，
19 79)5)

． 借地によって大規模な水稲作を展開する企業的な農家や，退職後に水
稲作に従事する高齢専業農家も増加している

南東北・ 東関東，低 位効率 地域は，仁平(2006, 2 0 09) による「東関東」と

ほぼ 一 致する この地域は，稲作率の高さ， 同居農業後継者の多さ，所有耕地
面積の少なさ，農業従事者の高齢化に特徴づけられる． この地域では， 平野の
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エネルギー効率変化のパタ ー ン ( 1 970~ 1 990年）

レ ベ ル I I

（中位効率を維持 ， また は他の効率性
か ら 中位効率 に 変化）

レ ベ ル I l l

（中位 ・ 高位効率から低位効率 に 変化）
([j]]] レ ベ ル I V

（低位効率を維持）

瓢 レ ベ ル V
（ 中 位 ・ 低位効率から極低位効率に 変化）
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第 51 図 作物生産の エ ネ ルギー効率か ら 見 た 日 本の農業地域区分

占 め る 面積 が広 いこ と が， 稲作 率の高 さ の要 因 と な っ て いる ． 一方 ， 農 家 ］ 戸
あ た りの耕地面積 が少なく， 後継者が多い こ と は， 露地野菜 や施設野菜な ど の
園 芸農 業の発展 に 結びつ いた． しか し ， 農 業従事者の高齢化 は， 労働集約 的な
園 芸農業の維持 に大き な影響 をもた らす と 予想 される ．

東海 ・ 西関 東 ， 極低位効 率 地 域 は， 仁 平 (2006, 2 0 09) に よる 「 東而 ・ 南関

東」 ， お よび 田 林 (20 04) に よる 「関 東 ・ 東海， 野 菜 地域」 と ほ ぼ 一 致 す る ．

こ れらの地域 は ， 農 業生産額の首 位 が 野菜 にな る こ と ， お よ び所有耕地 面積の

D 
g
 

東北 ・ 北陸．

中低位効率地域

南東北 ・ 東関東

低位効率地域
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少なさ， 1L1] )苫 農業後継名の多さ， 農業就業 人 口 率の 高 さによって 特 徴づけられ

る． 東京 ・ 名 古犀 入 都 市 圏を含 む こ の 地域は，機外就労の機会 も多 く， 土 地 利

月 の都 市 化も進展 する 一 方 で， 残存 する股 地 では集約 的な農業が営 まれ て いる
（ 山 本 ・ 田林， 1987a)6) .

中 部 ，低 位効率地 域は，仁平 (2006, 2 009)による「東山 」， および松井 (1943a,
1 943b, 1943c, 1 943d) 7) の 耕 稲 養 蚕 地 域とほぼ一 致 する こ の地 域は， 農業就

業者 の高齢 化， 耕 地 面禎の少なさ，詞 居農業後 継者 の 多 さに 特 徴がある． 山 が

ち で平地 が少ないと い う 地 形 条件 に より，かつて は養 蚕 か盛んで あった． 経済

の 高 度成長期 以 降 は，狭小 な耕 地 面 積を活 かして 生産性を上 げ る園 芸農業が発

展 し た その代表的な例 が，甲 府 盆 地 や長野盆 地 の果 樹栽培 である

四 国 ・ 近 畿 ， 極 低 位効率 地 域 は， ［1] 林 (2004) による 「近 畿 • 四 国 ， 野 菜 ・
果樹地域」とほぼ一 致 する こ の地域の農業生産額は ， 野菜 または果 樹 が首 位

と なる． 貝体的には， みかんを中 心 とする果 樹 ， なすや きゅ う りなどの施設 園 芸 ，

多品 目の露 地 野菜 など，集約 的な園 芸農業が盛ん である ． 斎藤 (19 61)8) に よると ，

農家 あた りの耕地面積 が少なく ， 労働集約 的 で あ るが， 耕 地 あた りの収 益'|生は
低 い地 域 と された．

中 国 ，低 位効率 地域は，田林(2004) に よる「中国 ， 米 地域」 ，お よび仁平 (2006,

2009)に よる 「中 国 」と ほぼ 一 致 ず る． こ の 地 域 は， 農業就業人口率の高さ，

稲 作率の高 さ，農業就業者 の 高齢化に 特徴づけら れる． この均域の捜 業は ，米

への依存度 が高 いも のの ， なしやぶ ど う など の果 樹 や， 露 地 野 菜 の産 地 が点在

する 山 間 部 では農業が振 るわ ず， 過 疎 化が進 ん でいる地域が多いが，狐［〗 高

原 の酪農など ， 観光と結びついた股 業が成功 した 例 も ある ．

北 九 少卜I , 極低 位効率 地 域は， 田 林 (2004) による 「北 ）じ ）小［ 野 菜 地 域」， お

よび仁平(2 006, 2 009)に よる 「北九外1 」と一 致 する ． この地 域の）農 業生 産額は，

野菜を首 位 とし ながらも ， 多様な作物 の組み合 わせから構成 され る． ま た ， 所

有翡/:地面 積 の少な さ ， 稲作率 の高 さ， 農業就業者 の高齢化 など に 特 徴づけ られ

る． 小規模 な股 地 で あっても ， 野菜 果 樹 ，花 き，植木 など の園 芸 農業により
高収 益を上 げ て いる槌 地か点在する

南 几州 ， 低 位効率 地 域は， 田 林 ( 2004) による 「西 南 日 本 ，畜 産 馳域」 お

よひ、小笠原 (1 955)9) による 「外縁 地 携 ，南 九 州 」に相 当 する． こ の則域では，
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鹿児 島 県 の養豚や宮 崎 県 の 養 鶏 をはじ めと する 畜 産が盛 ん な 一方で，き ゅ う り

や ピ ー マ ンな ど の 園 芸 作物 も 全国 で有数の 生産量 を誇 る ． 沖縄 ， 極低 位効率 地

域は， 仁 平 (20 06, 2009) に よ る 「島 嶼 」 に 相 当 する ． こ の 地 域 は，股 業就 業
人 口 率 の 高 さ ， 1農業就業者の 高齢化 ， 同 居農 業後継者の 少 な さ に特 徴 づ けら れ

る ． ここ で は， バ ナ ナ ， パ イ ナ ッ プ）レ ， マ ン コ ー さ と っ き ｀ひ など の 熱帯作物

の生産のほか ， 花 き園 芸 も 盛 ん で ある ．

この よ う に， エネルギ ー 効率 か ら 見 た農業地域 区 分は， 従来の 研究結果 と 比

較 して， 栽培 作物 ，労働集約 性， 農業生 産額 ，およ び農業 に 関する 総合 的な指

椋 を 反 映 し た もの である また， 東 日 本と 西 日 本 ， 太平洋側と 日 本海側 ， 山 間

部と平 野 部など の 対 照 性に示 さ れる よ う に， H 本 の 地域性を示 すも の で あ る ．

こ の よ う に ， 農業の エ ネルギ ー 効率は， 都 道府 県 スケ ー Iレの農業地域を分析す

るためにも有効な 指標 になると 考 え ら れ る

3 作物産地の維持 と エ ネルギ ー 効率

作物 産地 の維持 メ カ ニ ズ ムと エネルギ ー効率と の 関連 に つ いて，五つ の 作物
産地 を事例 と して分析 を実施 した（第 20 表） ． 栽培 作物 の 違 いに よ って 産 地 の
エネルギ ー効率 に も差異が見 ら れ る が ， 施設野菜や果 樹 など の 園 芸 作物 で効率

が低 く ， 穀類 や いも煩の 産地で効率が 高 く な る 傾 向 が ある い ず れの 産地 も ，

商 品と しての 農 作物 を供給する 体制 が確立 していると い う 点 で共通する ．

作物生産の なか で最 もエ ネルギ ー 効率が低 い のが施設 園 芸 で ある ． 施 設 園 芸

によ る 野菜 産地と して 取 り 上 げた千葉 県旭市 は，1960年代 後半 か ら ］ 970年代

にかけて ， 施設型野菜園 芸 の 産地 （施設 園 芸 産地） と して確立 した． 大都 市か

ら 遠方 に 位 置 し，畑 地の 面積が狭小 な旭 市 では， 専 業農 家を中心 に収益性の 高

い施 設 園 芸が導入 された ． 施 設 園 芸 産地と して確 立 した ］ 980年代 以 降 も ，栽

培 品 目が 多様化 したり ， 新 しい技術が 次 々と 導入 さ れる こと に よって産地が維
持 さ れてきた 旭 市 における 地域的 な 作物生 産の エネルギ ー 効率は，施 設 園 芸

産地の確立 に 伴 って高 位 効率 か ら 極低 位効率まで大幅に低下 したが ，産地 と し

て確 立 した 後は極低 位 効率の ままで推移 してきた

施設 園 芸 に 次 い で単 位 面積あたりの エネルギ ー効率が低 い の が，露 地野菜と
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集樹 の 栽培 で ある 露地 野 菜 の 人 規模 な 産 地 と して 取 り 上げ た長 野 県 菅 平 で は，

高 冷 地 と い う 条件を活 か して， レ タ スを中 心とする夏 季 出 荷型 の露 地 野菜 栽培

が行 わ れてい る 観光業 も 盛 ん な 菅 平 では， 専業隈 家 ばか り でな く， 民宿を経

営 する兼業農家 によっ て も 露地 野菜 が栽培 されて いる 菅 平 の 露 地 野菜栽培 は，
1 98 0 年代 後半 以 降 ， そ れ ま で の 多品 目 栽培からレ タ ス に 時化 した 栽培 へ と大

き く 変 化した そ れ に伴 っ て ， 地域的 な作 物生産 のエネル ギ ー 効率 は，中 位 ・

低位効 率 か ら 極低効 率 に 低 下 した

果樹の 大規模 な 産地 である山 梨県- '宮 町 は，すで に 1 950 年代 と 19 60 年代 に

か け て ， 果 樹 産地 と して確立 した． 一宮町 で は， 扇状 地 と い う 地形 ・ 上壊条件
と ，農 家 あたり 0. 6ha と い う 狭小 な耕 地 条 件 が， 稲 蚕 か ら果樹への転換を促進

させた． 19 70 年代 ま で はぶどう の割 合 が高 か った が， 199 0 年代 以 降 は， 新 し

い農 業機械 の 開発 と 普及 ， 自 然災 害 な どを契機として ， ももの割合が増加 して

いる． 現 在 の一 宮 町 の果 樹園 芸 は，高齢化 した農 業 従事者に よ っ て維持 されて

お り ， 農作 業の 省 力 化をさらに進める必 要がある． この よう に果樹 に特化す る

一 宮 町 におけ る作 物生 産の エ ネル ギ ー 効率 は， 19 60 年代 に 極低位 効率 ま で 低

下 し，そ の ま ま 現在 ま で継続 して い る

一方 ， エ ネル ギ ー 効 率が高 い 産地 の 事例 と して取 り 上 げたの が， 茨 城 県 ひ た

ち な か市 である こ こ で は， 畑地 で の加工 用 か ん しょ と 大 麦の栽培 ，低地 で の

水稲 作 が盛 ん で ある 加 工 用 か ん しょ 栽培 が継続 してい る要因 は， 農家内 で干

し いも に加工 され販 売 されるためで ある． ひ た ち な か 市 は都 市 に近 いた め兼

業農 家も 多 い が，乾燥機 の 導入 に よ る加工 部 門 の 省 力 化 な ど によって，か ん
し ょ の 産地 が維持されて きた ひ た ち な か市 で 栽培 され る作 物 は， 1 9 60 年代
後半 か ら197 0 年代前 半 に か け て 露 地 野 菜 が一 時 的 に 増 加 した が， それ以 降 は
か ん しょ が 主 な 商 品 作 物 と なっ て い る． 地域的 な 作 物 生 産の エ ネルギ ー 効率は，
l 9 70 年 に中 位 効 率 ま で 低 下 したものの ，そ れ以 降 は高 位 効率 の ま ま で推移 し
てい る．

エ ネルギ ー効率 が高 い産地 の も う 一 つ の 事例 が ， 北海道 ＋1］券地方 に位 置す る
帯 広 市 の 畑 作 で ある ． 同 市 で生産される作 物は ，1 9 60 年 代 ま で は豆 類 に特 化
していた 1 9 70 年代 以 降 ， て ん さい ， 小 麦 ，ばれい し ょ の 面積が 増加 したこ
と に より， 畑 作 4 品目が主要作物 になっ た． 作 物 の 割合が変化 してき た の は，



第 20 表 事例産地に お け る 作 物生 産 と エ ネ ル ギー効率の特徴

事例産地 第 5 1浜 千浜県旭市
（施設園芸）

第 6 章 長 野 県 誕 田 町 秤 平
（蕗地野菜）

第 7 章 山 梨 県 笛 吹 市 --宮町 第 8 章 茨 琥 県 ひ た ち な か 市
（果樹） （加 工 用 か ん し ょ ）

第 9 租 北海道帯広市
（ 大 規模畑作）

現 在 の 主 な
栽培作物

施設作物 （ さ ゅ う り ト マ 1\
ミ ニ ト マ ト い ち ご． 花 き 類）

臨 地 野 菜 （ レ タ ス ） 果 樹 （ も も ． ぶ ど う ） か ん し ょ ． 大 麦 ． 水 稲 畑作4品 目
（ 小 麦． ばれ い し ょ ．

て ん さ （ ） ． 豆 類 ）

栽培作物の変化 ( l ) 米 ・ 麦 類 ・ か ん し ょ ー
露 地 野 菜 ー 施設作物

(2) 施股作物 （ き ゅ う り ． ト マ ト
い ち ご） → 施設作物
（ き ゅ う り ト マ ト ， い ち ご，

ミ ニ ト マ ト 、 花 き 類 ）

媒 地 野 菜 ( Iこ ん じ ん ． レ タ ス
は く さ い． キ ャ ペ ツ ） 一
硲地野菜 （ レ タ ス は く さ い ）

( J ) 桑 → 栄樹
(2) 果 樹 （ぷ ど う ） 一

果 樹 （ も も ． ぷ ど う ）

か ん し ょ の 割 合 の 増 加
小 麦 の 減 少

豆 類 一
畑作4品 目
（特 に 小 麦 0) 増 加）

地理的基盤 洵岸平野 （）し十九姜平野の北端）．

温暖な気候 都市か ら の遠隔性
高 冷 地 （而抜 l.300 - l .500 m).
盆地 ． 都市か ら の遠隔性

扇状地 傾斜地 少雨気餃
都 市 へ の 近接性

洪積台地 （畑）
沖積低地 （ 水 BJ )
都 市 へ の 近接性

広 い 台地， 冷涼な気候
都 市 か ら の遠隔性

し

股 家 2 世代揃 っ た 労佛力 ． 小規模経 ‘ほ
（施設 0.4 ha. 畑 0. 1 ha. 水 田 1 ha) 

専業股 家 と 兼業股家 （親光業）．

中 規模経営 （平均 l.S ha)
,Hi 齢者 に よ る 股 業，

小規膜経営 （ 平 均 0.6 ha)
麻業股家 と 兼業牒家
中 規校経営 （平均 2 ha)

充実 し た 農 業 労 働 力
大規模経営 （事例地 区 の 平均
30 ha以 上 ， 豆毀気 離農 プ ー

ム 借地 に よ り 拡大）

産地維持 の 形 態 （ ］ ） 土地利用 の集約化
（露地野菜 → 施設 園 芸）

(2) 栽培作物の 多様化
（施設野菜 → 施設野菜 ・ 花 き ）

(3) 栽培品種の転換
(4) 栽培技術の転換

（施設 育苗方法 な ど ）

( 1 ) 栽培品 目 の 専 門 化
(2) 大 型農業機械の利用

（外 困 製 の ト ラ ク タ ー な ど ）
(3) 新 し い 経 営 部 門 の 取 り 込 み

（猿 ／提 薬 栽 培 グ リ ー ン
ツ ー リ ズ ム な ど ）

( l ) 栽培品 目 の 多様 化
(2) 新 し い栽培技術の導入

（仕立て 方 な ど）
(3) 新 し い農業機械の導入

（ リ フ ト な ど ）

( l ) 商品作物 （か ん し ょ ） へ の
特 化

(2) 股 家 内 加 工
(3) 新 し い 股 業機械の導入

（ 干 し い も乾燥機な ど ）
(4 ) 直 売 の 遜 入

（宅配）な ど

( 1 ) 栽培作物 （商品・ 食料作物）
の 変化

(2) 大 型 殷業機様の利用
（外国 製 の ト ラ ク タ ー
コ ン パイ ン な ど）

(3) 補助金政策
(4) 新 し い 経営部門 の 取 り 込み

（園芸． 加工、 阻売な ど ）

現 在 の エ ネ ルギー＇ 効率
極低位 極低位 極低位 高位 刹位

寄
茎
沸
滓
8
諮
嘩
代
H
ぎ
て
仕
ー

浮
拇

エ ネ ルギ ー 効 率 の
変 化

高位 ー 中 位 一 低位 一 極 低位 中 位 一 低位 一 極低位 低 い レ ペ ル で の 推 移 高 位 ー 中 位 一 高位 高 い レ ペルで の推移

2
8
3
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食料供給型作物 に 対 する 補助 金政策や ， 新 しい 牒 業機械 の開 発 ・ 導入 に伴う 農

作業の省 力 化に依 ると こ ろ が 大 きい こ のよう な土 地利 用 型 の畑 作 農業 は，平

均 30 ha 以 上を耕 作する 大規模農 家 に よって 維持されて い る ． さらに大 規模 農

家の経営 は， 充 実 した 農業労働力 ，外 国 製 の大 咽 の農業機械 ， 新 しい経常 部 門
の積極的 な採 用 によって 支 え られて い る こ のよう に 大規模なJ、•Il 1̂作が 展 開 す

る 帯 広 市 に お いて は， 作物の栽坑割合 は変 化して きた も のの，地域的 なエネル

ギ ー効率 は 高位効 率のま まで推移 して き た

こ のよ う に 各 靡 地 では そ れぞ れ異 なった 地理的 韮盤 （洵抜， 傾斜 ，土壌 ，

気候 ， l 戸 あた り の耕地面積， 都 古と の近接収［など） を活 用 しつ つ ， 作物生 産

が維持さ れて きた 生産の主体と なる 股家 は，農業従事者 の数や年齢など の賎

家 内 の条件 ， および，市況 ， 農業政策 ， 自 然環境 なと の外 部 条件を考慮 しなが
ら ， 経済的 な作 物を採用 して きた ． そ れ ぞ れの産地 に 共 通 した維特要 因 は，J臭
業の機械 化 ・ 装置 化が進 ん でい る こと，農薬 など の農業資材 が大量 に 使 用 され

て い る こと ，革新技術 が 次々 と導入 され て き た ことに あ る ま た，作 物 生 産の

エネル ギ ー効率 は作物 に よって 異 なる が ， 革新技術の導入 に 伴 って ， 化石燃料
エネル ギ ー ヘ の依存 度が 高くなって いる こと も 各 産地 に 共通 した事実 である ．

4 農業 と エ ネ ル ギ ー 効率

先進国 で営 ま れる 農業は， 農作 業の省力 化や経済的 な効率性を追 求 し，化石
燃料 エネルギ ー ヘ の依存 度を裔 めて きた 現代 の産業化 した農業は 「 石 油を食

べ る こと 」 で あると 形容 される （ マ イ ヤ ー ズ ・ ケ ン ト ，2 0 06) ， 産業化が進ん で

いない農業に は 明 確 な季節 性 が あ った 例え ば，ト マ ト やい ち ご は夏 季 に収穫
されたが ， 現在 では通 年 あ る い は冬季 に販 売 される よう に なった ． こ のよう な
自 然 のコ ン ト ロ ールは，ビ ニ ールハ ウ ス など の園 芸 施設 の普及 によって 可能と

なった ま た， 化学 製品や農 業機械 の使用 に より ， 農 業の合理化が進み ，作物

の単 ―— 栽培 が 拡 大 した そ の結果 ， 人 の手をか けた細 やかな土地和 用 が なされ

なく なった 例え ば麦が 熟す と 豆を蒔 く と いう 日 本の伝統的 な多毛 作 は，ほと
ん ど 見 ら れなく なった （ 石川 ，2003) ， このよ う に現在 農業では ，経済 的な効

率性 は 高 く なったが ，エ コ ロ ジカル な効 率I生 は低下 し，農産物の季節 性が 薄れ
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化石燃料 の投人 によっ て 股 作 物 の成長を人 工的に促進 ・ 抑制 させたり ， 病 害

虫 を化学的 にコ ン ト ロ ールすると い う点にお い て ， 現代の牒業 は，環境 と の共

生が釧 し い生産シ ス テ ムであ る． エ コ ロ ジカルな視点から見て， 現代農業は環

境へ の負荷を涵 め て き たとい える 特に躁薬 ，化 学肥料 ， 動 力燃料 など の形態
で投入さ九 る）叶籠 の化石燃料エネルギ ー は，土壌 中 の微生物 を 減 少させる 点に

お い て 「土壌の死 」 をも た らす （服部 ， 1 972)． そ のよう な農地の生 産性を1司復

させるた め に， さらに大量の化学物質 が圃 場 に投入される 現代の農業外―ー： 産活

動 は， 自 然環境に負 担 をかけ る 「負 の循環」 に よっ て 継続 して お り，そ れを支

え て いるのが， 大盟 に投人 される化石燃料 エネルギ ー て ある ．

現在 の日本の社会 ・ 経済 的 な 環境の 下 で農業 経営 を訛絞 して いく ためには，

水 や ビ タ ミ ン 類を多く含み ， 食料エネルギ ーをさほど 含 まない 作 物 を選訳 する

こと が有判 かもし れない． 実 際に ， 脹地の面積 が訓減傾 向に あ る なかで，涵度

な 技術 と 高額 の資 本 を必 要と する施設 園 芸 の割合 は近年 でも 増加して い る． 施

設 で栽培 される主 な作物 は， 食 料 エネルギ ー よりも， 味 ・ 鮮度 ・ 見 栄 え が重 要
な 市 場 価 値と なる野菜 類であ る 野 菜に 含 まれる食料エネルギ ー は少ないが，

施 設 野 菜 の栽培 は化石燃料 エ ネルギ ー の投入により生 産効 率が高め られ て お

り，単 位 面積 あた りの産出 食料エネルギ ー は穀類と 同 等 以 上 になる （ 第 2 章 の

第 7 表 を参 照 ） ． ビ ニ ールハ ウ ス やガ ラ ス ハ ウ ス の中 で重油を燃 や し ながら冬

に作 られる野菜 は，エネルギ ー 効 率の視点から見 て 最 も 高価 な作物 であ る と い
える·

野菜 や果 樹 など のエネルギ ー 効 率 か 低い 作 物 には， 水が大 量 に使用 され る こ

と にも 注 目 でき る ． 例 え ば ， 施設 でき ゅ う りを栽培 した 場 合， 単位面積 あ た り

収穫物 の重 量は水稿 作 の 20 倍 以 上 に達 するが， そ の収 穫物 の重 量 の 9 6% は水

分である． 産業のエネルギ ー 収支を端 的 に示 した 例 と して ， 1 kJ のタイ エ ッ ト

ド リ ン クを製造 するためには，2, 200kJ のエネルギ ー が使用 さ九 る こと が挙げ

られる ( Soussan,1 992)， 施設 のなか で湿度を調節 しながら栽培 される野 菜 は，

さながら自 動販売磯 で販売 されるダイ エ ッ ト ド リ ン ク のよう な作 物 であ る ，

農業のエネルギ ー 効 率の 低下に対 する今後 の対策 と し て ， （ 1 ) 低 投入翌農業

と環境問 題 へ の提言 ，（ 2)食料生 産と 経済 のグロ ー バル化へ の注目が考 え られ
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る． まず， ｛氏投入型 農 業に 向 けた提 謡に関す る意 見 を述 べ る 化石燃料 エネル

ギ ー の 投入増加に 伴 う エ ネルギ ー 効率の低 卜け-̀ ， J襲業の 持 続性 を 低減 させて い

ると解釈 される (Gibbon et al. ,  1 995 ) エネルギ ー 効率 の 視点から見た 低投入農

法 を実 践す るために は， 化石燃料エネ ）レ ギ ー を多く使用す る 農 業資 材 の 使用を

減 ら すことが 有 効である 本研究の 算定では， エネル ギ ー集 中度が 最 も高 い農

業資材 は動力燃料であ っ た こ れは，暖房機や ト ラ ク タ ー などの機械を連転 す

るために使用される資材 である． また ，最 も 化石燃料エ ネ ル ギ ー を投入 する 作

物 の生 産シ ス テ ムが 施 設 菌 芸 であっ た ］ 99 0 年 の 関東地方 を対象とした 算 定

では，施設作物 の栽培 に投入される化石燃料エネル ギ ー は， 全作物 生荏 の 投入

化石燃料エネルギ ー の4 7% を占める ］ 49 TJ に 達 すると推 定 される． エネルギ ー

効率の 視点による 低投入 農法 は，大量の 化石燃料エネルギ ーが投入される施設

園 芸 で考慮 される必 要が あ る と考 えら れる 1 0)

近年 では 地球 環境問 題 へ の 関 心 が 社会 的に高ま っ て いるが ，化石燃料エネ

ル ギ ー に依存 した農 業は，大量の温室効果 ガ ス を発生させて いる また， 農業

という 自 然 を祖 手にした 産業は，地球温暖 化など の気候 変 動 の影響を受 けやす
い （松 岡 ほ か，2 0 0 7) ． 地 球温暖 化の 影 嬰 はすでに， み か ん やぶ ど う な ど の果

樹 栽培 ばか り でなく， 水稲 など の穀類 栽培にも見 ら れる さら に，雑苺や病害

虫 のコ ン ト ロ ールも， 従来 の 方法 では鋪 しく なっ て きたといわ れる． これら の

点 を考慮す ると， 今後 ，化石燃料エネルギ ー に依 存 しない生産シ ス テ ムを模索

した り，気候変動が原 因と推定される 農 業の 変 化を把握す る ことが 重 要である．

そ のためには，混室 効果 カ ス を発 生 させない代替 エ ネルギ ー の 開 発 ， 法律 の 整

備 ， 環境教育の推進 などが必 要に なると考 えら 九る

次 に ，農業の エネ）レ ギ ー効率低 下と食粋 生産とい う テ ー マに関 する意 見 を述
べ る． 日 本において は経済 の高度成長 期 以 降 ， 食料エネルキ ー の 産出 量が著 し

＜ 妓少 し て いる． 化石燃料エネルギ ー の 投入 ばか り でなく ，食料エネルギ ー の

産出という 点 に お いて も， 日 本農業の 持 続性 は 低下 して いる と 解釈 できる． 食

料需給表によると， 日 本に おける 食料の自 給率 （ 畜産と‘I魚 業を含む）は， 熱量ベー

ス にして 19 70年 に は 60% であ っ たのが2000 年 には 40% ま で減少 し応 減少
した食料エ ネルギ ー の供給 を補 っ て いるのが ， 小麦 をはじめとする海外 か ら の

輸入農産 物である，
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このよう に農業 のエネル ギ ー 効率の変化 は， 経 済 のグ ロ ー バ ル 化と 関 連 し て

いる ． 今 日 の股 業地理学では，外 国 の農業生産システ ム と の 比較 や， 国際 的な

農産物 流 通 に着目し た研究 が重視 され て い る （ 高柳 ，2 006)． 農業 のエ ネ ル ギ ー

効率に関 し て も， 農産物 の輸 山大国 であ る ア メ リ カ合衆国 ，莫 大 な 人 口 を抱え

る 新興 国 の中 国やイ ン ド ， ある いは，バ イ オ燃料の利用が 進 ん でい る ブ ラ ジル

など と の比較 が必 要である ま た，食料の生 産 ・ 流通 ・ t肖 費を網羅す る フ ー ド

システ ム の概念 と 関 連 づけて ，エネル ギ ー効率を検討 する 必 要が ある (Gngg,

1 9 84 ; 荒木 ，2 0 02).

例 えば，ア メ リ カ合衆国 か ら輸入 され る 小麦は， 輸送段階 において 大 歳 の化
石燃料エネル ギ ー が消 贅 され る こと を考慮す る と ， H 本 で販 売 され る 段 階 では

露 地 野菜 と 同 程 度 のエネル ギ ー 効率を 示 す 可能性 がある ま た， 第 8 章 で取 り

上 げたひ たち な か市 の例 では， か ん し ょそ のものはエ ネ ル ギ ー効率が高い作物

である が ，加工段 階 で大量 の化石燃料エネル ギー が使用され て い る ため， 農 家

から農 作 物が出 荷 され る 段 階 では， エ ネ ル ギ ー 効 率が大幅 に低 下 す る ものと 推

測 さ れ る ．

農 作物の輸入量 のほか ，化石燃料 エネル ギ ー の価格 もま た ，農業のエネル ギ ー

効 率に影 響 を 与 え る ものであ る ． ］ 97 0 年代 の石 油 危機 ばか り でなく ， 近年 で

も原 油価格 の高 騰 に よ っ て， 農産物と 食品 の価格 が 上昇 し た こ と があっ た． 化

石燃料エネル ギ ー の価格 上 昇 は，農業機械 の動力燃料に加 え て ， 化学肥料や農

業資材 の価格 にも反 映 され る この点は， 特 に果樹や嗜好 品 的な野菜 など ， 商

品作物 の供給 量の減少 に結 びつ くと 考 え られ る ． 実際に長 野 県 中 野市 の事例 で
は，ハ ウ スぶ ど う の栽培面 積 が 急減 し て いる （市川ほか ，2 009)

以 上 のよう に ， 躁 業のエネル ギ ー 効 率が対象と する テ ー マ は， グ ロ ー バルス

ケ ー ル で変 化を続 け て い る 特に 日 本のよ う に 食料 自 給 率の低い先進国 に おい

ては，経済 性 だ け でなく ， エ ネ ル ギ ー 効 率と い う 視 点 か ら も農 業と 食料生産の

あ り 方を見直す必 要があ る ．

最 後に ，エ ネ ル ギ ー効率 に 関 す る 農業 地 理 学 の課題を述 べたい ． 一つめは，

エ ネ）レ ギ ー 効 率 の算 定に 関 する 課題 である ． 本研 究 の算 定 では ］ 9 70 年 か ら

20 00 年 ま でを 対象と し た が， 今 後はその前 後に 算 定年を拡大 す る 必 要がある ．

特に ，農業 へ の工 業製 品 の投入が少 な か っ たと 推測 され る ］ 9 6 0 年代 以 前 の算
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定 が重 娑 である ま た， 2003 年 以 降 の作 物生宵 骨い＇ 調 査 では， 野 菜 類 の項 目 か

変 化したり，麦類 の 項 日 が少なく なるため ， 以 罰 の算定結果と比較 する際 には

注意が必要 である も う つ の 課題 は， 産 地 の事例 を増 や すこ と である． 本研

究では， 極 低位 効年 か ら贔 位 効 率 ま での作物 の産則 を取 り上 げ た が， 水稲 など

の中 位効平 の事 例 が少なか った また， GIS (Geographic Information System . 

地碑情報 システ ム） など の空間分析 ツ ールを汗用 すれば，市町村 など のよりミ

ク ロ な地域を ii紐＇［： と し た令 国 スケ ールの 農業地域1メ分 も 可能と なる

さらに， 農業のエ コ ロ ジカルな効率性 に関する課題 と しては， 近年汀用 され

て いる フ ー ト‘ ・ マ イ レー ジ (Pretty et al . ,  2005 ) や エ コ ロ ジカ）レ ・ フ ッ ト プ リ ン

ト （ ワ ク ナ ゲJレ ・ リ ー ス， 2004) の概念 を 利 用 し た り， エ ネルギ ー に代 わ って

水 や窒 素 を指標 にする など ， 環境問題 と よ り 深 くかかわ るテ ー マ を用 いるこ と

が考 え られる ． ま た， 本研究では， 畜 産 や漁 業のエネルギ ー効率 は分 析の対象

外 と し た ． 畜 産では， と う も ろ こし や 大豆 か すなど の飼料 が扉 外 か ら大量 に輸

入 されている し ， 漁 業では， 船舶 の運航 に莫 大な化石燃料 エネルギ ー が 使用 さ

れて い る． こ れらの 部 門 は， 隈業 より も エネルキ ー効率 か大幅 に低 下ず る と 予

測 される

注

1 ) 食料エ ネ ル ギ ー は ， 作 物 ばか り で な く ， 畜 産 や 漁 業 か ら も 供給 さ れ る が ， 農林水 産 省 の

食料需給表 に よ る と ， 日 本 に お け る 食 料エ ネ ル ギ ー の 肖 給率 は 1 970 年 の 53% か ら 1 990

年 に は 47% に 低 下 し て い る

2) 田 林 (2004) は ， 農 吐 物 牛 亮 額梱成比 に 基 づ い て 農 業 地 域 区 分 を 尖施 し た ． 修 ．［［ ウ ィ ー

バ 一 法 に よ っ て 部 門 別 牛 産額の構成比 を 分析 し た 結 果 ， （ I ) 東 北 日 本 の 畜 産 ， （2) 東 北 ・

北 陸 0) 米 ， （3 ) ！関 東 ・ 東 悔 の 野 菜 ， （4) 近畿 • 四 国 の 野 菜 ・ 果樹， （ 5) 中 国 の 米 ， （6) 北

几小11 0) 野菜， （7) 西 南 「1 本 の 畜産 と い う ）炭 業 地載かill] 出 さ れた ·

3 )  1 州 (2006, 2009) は ， 囚 了 分析 と ク ラ ス タ ー 分 析 を 併用 し て ， 令 国 の 市 区 I町村 を 単位

地 区 と し た 農 業 地域区分 を 実 施 し た 分 析 の 指椋 と し た の は ， ）蟄 家 ， 膜業 労働 力 ， 経営 ，

・｛地 利 ）廿 ， 耕 地 の 貸借， 稲 作 詰 負 ， ）槻 業機械 に 関 す る 42 の 項 目 で あ り ， 資 刺 は ）巽 林 斐

セ ン サ ス で あ る 分折 の 結 呆 ， （ 1 ) 北而道， （2 ) 北 東 東 北 ， （3 ) 南西東北， （4) 東 関 棗 ， （5 )

ヽ 束麿 I` 竹 関 東 ， （6) 東 山 （7) 北 陸 ， （ 8) 近畿， （9) 中 国 ( 1 0) 北 九 州 ， （ 1 1 ) 南而 ・ 南 九J小I ,
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4) 尾 留 川 ( 1 950) は ， 股 産 物 の 収 入 比 率 と 農 業 的 七地利用 を 指 標 と し て 股 業 地域 区 分 を 丈

施 し た ． そ の 方 法 は ま ず ， 股 業 的 上地利用 の 比 率 と 普通畑 の 最 裔 作付 け 作物 の 分布 図

を 作成 し ， 次 に ， 農 家 の 収 入 に 対す る 換金作物お よ び畜 産 の 分 布 悩 を 合 成 し た そ の 結果 ，

仁1 本 の 股 業 地 域 は ， ―つ の 人農 区 （ 畑 作 地 臀 ， 水 田 地 帯） ， 六 つ の 中 凡姜 区 ， 2 1 の 小／褪 I文

に 区 分 さ れ た こ の 分布 パ タ ー ン は ， 東 北 日 本 と 西 南 日 本 ， 太 平洋側 と 日 本洵側 と い う

栽培作物 の 対 比 が 強 く 出 て お り ， 気候条件 と 底 い粗 関 が あ る

5) 石 井 ( 1 979) は I 960 - 1 97 5 年 の J腿 林 業 セ ン サ ス を 資 料 と し て ， 兼 業 化 の 進行度 に よ

る 農 業 地 域 区 分 を 尖 胞 し た そ の 結 果 ， 最 も 専 業 的 な 北 悔 道 ， 兼 業 化 の 遅 い 東 北 地 ）j ，

1関 東 地 方 ， ） L 州 地 ）］ ， お よ び， 北 業 化 の 進 ん だ 中 部 地 方 か ら 瀬戸 内 沿岸 な ど ， 東 酋性の

パ タ ー ン に 特徴づ け ら れ る 分布 が 拍 出 さ れ に こ の 結 呆 は ， 山 本 ・ 旧 林 ( 1 9876) に よ っ

て 地 図 化 さ 九た ．

6) I 且 本 ・ 11,j 林 ( 1 987a) は ， 現地調沓 と 従 来 の研究結果 を ふ ま え て ， 就業構迄 に ）店 づ い た 股

村 窄 間 の 区 分 を 実廊 し た そ の 糾 果 ， （ l ) 束扇 大 阪 名 古屋 な ど の 大 都 市 を 核 と し て

都市J幾 村 空 間 が 分布 す る こ と ， （2) そ れ ら の 周 囲 に 郊外）農村 空 間 や都 朋 周 辺 農 村 空 間 ，

後 背 楼 村 空 間 が 分 布 す る こ と ， （3) 北洵 道 や 南 九 州 な ど の 遠 輻 地 に は ， 股 業 J料越農村 空

間や， 出稼兼業）器杓空 間 が 広 い 面 積 を 占 め る こ と が 明 ら か に な っ た � こ の よ う な 日 本 の

農村空 間 は 大都 市 を 中 心 と す る 多核 心 かつ 同 心 円 梱造に特徴が認め ら れ る ．

7) 松 井 ( 1 943 a , 1 9436 ,  1 943c ,  1 943d) は ， ］ 93 8 年 に撲林省 が 行 っ た 全 国 農 家 一 斉 調 査 を 資

料 と し て ， 牒業経営類型 の 指標 か ら 定 蛾 的 な 蔑 業 地域 区 分 を 実 廊 し た “ 指標 と さ れ た 牒

業 絆 認 の 類型 は ， 耕種 （水稲 ・ 畑作） ， 接蚕， 養 畜 ， 畜痒 で あ る � こ の 農 業 地 域 の 分布パ

タ ー ン は ， 山 間 部 の 養 蚕 ， 平 野 部 の 耕種， 丘 I袋 部 の 養 裔 と い う よ う に ， 地形条件 と の 相

関 が 高 い 分 布 パ タ ー ン か 見 て と れ る ．

8 ) 斎藤 ( 1 96 1 ) は ， 1 950 年代 半 ば か ら 増 加 し て き た 派業 ／器 家 に 猜 目 し て ， ）股 業 労 働 の 集 約

度 と 耕 地 面 積 の 閲 連 か ら 股 業 地 域 区 分 を 実施 し た そ の 結 果 ， （ I ) 経営耕地而積 に 注 目

す る と ， 大 規校 な 東 日 本 と 小規模 な 西 南 日 本 に 区分 さ れ る こ と ， （2 ) 労働 の 収 益性 と 集

約 度 に 注 月 す る と ， 労働収 益性 の 高 い地域が， 東 北 の 北 部， 関 東 ， 中 部 の 山 間 部 ， 紀伊

半 島 南 部 ， 四 国 ， 中 国 の 匝部 ， 冗州 に 分布す る こ と が 明 ら か に な っ た 、 こ の経営耕地面

積 と 労働集約 度 に 某 づ く 農 業 地 域 区 分 か ら は ， 日 本農 業 の東西性 を 強間す る パ タ ー ン が

見 て と れ る 、

9) 小笠原 ( 1 955 ) は ， 朕 業 的 土地利用 と 土 地 開 発 の 歴 史 に 着 1'1 し て 投 業 地 域 区 分 を 実施 し

た 地域 区分 の 指 裸 は ， （ l ) 水 田 と 畑 地 の 開 発 度 ， （2 ) 耕 地 の 利 用 度 （ 商 品 作物 の割 合 ，

耕 地 の 年 間 利 用 率， 不 耕 作 地 率 ） ， （ 3 ) 牧 場 の 有 無 ， （4) 放牧地 と 採 草 地 の 有無 ， （5 ) 北

而道 の 牧湯 放牧地， 採 草 地 で あ る � そ の 結 果 ， r：1 本 の 農 業 地域は， ま ず 古 1日 本 （本朴I ,

四 国 ， 九J+I ) と 北涌道 に 分 け ら れ， さ ら に 前者 は 中 心地帯 と 外縁地 帯 に 区分 さ れ る ． こ
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の結 果 に は ， 太 平詳 ペ ル ト を 中 心 と す る 日 本 の I閤構造が 明 確 に現れて い る

1 0) エ ネ ル ギ ー 集 中 度 の 低 い 化 学肥料や牒 薬 な と を 指標 と し た 低 投 人農 業 を 提 信 す る た め に

は ， 化学物質 の糾成や成 分 ， あ る い は 水 な ど ， 化石燃料 エ ネ ル ギ ー と は違 う 要 素 に tt l,l

す る 必 要 が あ る
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